
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

本体施設における小規模ｸﾞﾙｰﾌﾟｹｱ、地域小規模児童養護施設及
び分園型小規模ｸﾞﾙｰﾌﾟｹｱの定員数の計（「島根県社会的養護体
制推進計画」に基づく。）

・耐震化整備や家庭的養護（小規模ケア化）を図る経費負担が大きい。
・被虐待児、発達障がい児等支援をするためのスキルアップ機会が不足している。
・施設における学習支援や資格取得等に係る措置費が少なく、また、施設入所中・退所後の児童に対す
る自立支援策体制が十分でない。

・耐震化、小規模ケア化に係る施設整備補助事業が必要
・施設職員の資質（専門性）向上を目的とする研修等の充実が必要
・児童の自立支援のための措置費、その他の支援策の拡充が必要

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・老朽化の進んだ施設（３人部屋等）や耐震化未了の施設があり、児童等の安全が確保されていない。
・小規模ケア施設（定員）が少ないため、家庭的な養育環境が整っていない。
・被虐待児、発達障がい児等の増加に対応した専門的支援を担う人材が不足している。
　　※児童養護施設入所児童の約４割が被虐待児（H27県割合）
・児童養護施設入所中の高卒者の大学等への進学率が低く、就職率が高い。
　　※児童養護施設退所児童の進学率約２割、就職率約８割（H27県割合）

６.成果があったこと（改善されたこと）

0852-22-5242

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 社会的養護を必要とする児童

（２）意図 施設において保護・養育を行う。

55.0

○家庭で養育できない児童等（児童福祉法に基づき措置された児童）が児童養護施設等において適切に養育され、自立できるよう施設等に対して支援する。
・施設入所児童支援事業：各施設に対して入所児童の状況に応じて措置費を支弁する。
・児童福祉施設児童処遇向上事業：児童入所施設職員の資質向上のための研修を実施する。（補助を含む。）
・児童養護施設整備事業：児童養護施設等の耐震化、小規模化を推進する。
・児童養護施設等入所児童自立支援事業：入所児童の自立促進のため、運転免許取得助成を行う。
・児童養護施設退所者等自立支援事業：児童養護施設を退所した児童等に対して、生活費、家賃、資格取得のために必要な資金を貸し付ける。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

59.0 64.0

事務事業の名称 施設入所児童支援事業

事務事業担当課長 青少年家庭課長　太田　均 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－４－４
子育て福祉の充実

社会的養護施設の小規模ケア施設数（定員数）
目標値 45.0 59.0

30年度 31年度年度 27年度

○社会的養護施設の入所児童の状況：児童養護施設３施設１１０名、児童自立支援施設１施設１５名、乳児院１施設１９名、児童心理治療施設１施設１２名、ファミ
リーホーム１施設５名、自立援助ホーム２施設６名（平成３０年４月１日現在）
○社会的養護施設の耐震化の状況：耐震化済（不要）棟数１６／総棟数２３＝69.6%（平成28年度）
　未耐震化施設棟数の内訳：児童養護施設２施設２棟、児童自立支援施設１施設５棟（計７棟）
○社会的養護施設の小規模ケア施設数（定員数）の内訳：本体施設内小規模グループケア49人、地域小規模施設６人（平成29年度）
○「児童養護施設等入所児童自立支援事業」により運転免許を取得した児童数：４名（平成２９年度実績）
○「児童養護施設退所者等自立支援事業」により資金貸付を受けた児童数：３名（平成２９年度実績）

うち一般財源（千円） 596,512 739,425

達成率

44.0

％

人

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 1,164,312 1,366,909

・島根県においては、他県と比較して児童福祉に係る社会資源が非常に少ない中、現在の施設の担う役割は大きく、引き続き、国交付金等を活用し、施設の耐震化、
小規模化の促進を図っていく。
・「わかたけ学園」については、平成２８年度末に策定した「あり方検討委員会報告書」及び平成29年度に取りまとめた「施設整備計画」により、今後、着実な施
設整備に向けて取り組んでいく。
・「乳児院」については、乳幼児をできるだけ家庭的な環境で養育するため、計画的な施設整備（小規模グループケア化）を支援していく。
・入所児童に対する支援、専門的ケアの充実に向けて、専門職員の資質向上に向けた研修等を行うとともに、実施指導監査等を通じた施設指導に引き続き取り組む。
・児童の自立支援に係る措置費（高校生特別育成費、資格取得費等）の拡充について国に対して要望していく。
・平成28年度から実施している自立支援資金貸付金事業に加え、引き続き関係機関（施設、県社会福祉協議会及び児童相談所）と連携し、各種支援事業を実施する
ことにより児童の自立を支援する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・平成２６年度末に策定した「島根県社会的養
護体制推進計画」に基づき、家庭的な養育環境
における養護を進めて行くため、児童養護施設
等の小規模化を計画的に推進していくこととし
ている。

・児童養護施設の小規模グループケアの増設を
行い、計画を推進した。

・耐震化未了施設の一つである児童自立支援施
設（県立わかたけ学園）については、平成２９
年度に「整備検討委員会」を設置し、より具体
的に施設整備に係る計画を策定した。

・平成30年度から「施設整備計画」により、
耐震診断、設計等に着手する。

・平成28年度から開始した施設退所後の自立
（進学、就職）のための資金貸付では、３名に
ついて生活費や家賃の支援資金の貸付を行っ
た。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

事
業
概
要

93.3108.9

－

式・
定義 －－

単位

49.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名


